
（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 2,348,053,866 固定負債 -

有形固定資産 2,223,401,972 地方債 -
事業用資産 2,223,060,071 長期未払金 -

土地 780,060,071 退職手当引当金 -
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - 流動負債 3,056,344
工作物 - 1年内償還予定地方債 -
工作物減価償却累計額 - 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 3,056,344
航空機 - 預り金 -
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 3,056,344
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 1,443,000,000 固定資産等形成分 2,348,053,866

インフラ資産 - 余剰分（不足分） 10,098,147
土地 -
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 1,025,701
物品減価償却累計額 △ 683,800

無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -

投資その他の資産 124,651,894
投資及び出資金 -

有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 124,651,894

減債基金 -
その他 124,651,894

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 13,154,491
現金預金 13,154,491
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -

財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 2,358,152,013

2,361,208,357 2,361,208,357

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結貸借対照表
（令和２年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

団　体　名

会　　　計

会計年度

紀南環境広域施設組合

一般会計

令和元年度



（単位：円）

経常費用 109,975,739
業務費用 56,965,502

人件費 44,803,316
職員給与費 41,259,972
賞与等引当金繰入額 3,056,344
退職手当引当金繰入額 -
その他 487,000

物件費等 12,162,186
物件費 11,934,916
維持補修費 -
減価償却費 170,950
その他 56,320

その他の業務費用 -
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 53,010,237
補助金等 52,430,237
社会保障給付 580,000
他会計への繰出金 -
その他 0

経常収益 240,689
使用料及び手数料 -
その他 240,689

純経常行政コスト 109,735,050
臨時損失 -

災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト 109,735,050

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　自　平成３１年４月　１日　

　　　　　　　　　　　　　　　　至　令和　２年３月３１日

科目 金額

団　体　名

会　　　計

会計年度

紀南環境広域施設組合

一般会計

令和元年度



（単位：円）

前年度末純資産残高 1,128,861,711 1,096,798,249 32,063,462

純行政コスト（△） △ 109,735,050 △ 109,735,050

財源 1,338,639,537 1,338,639,537

税収等 940,407,537 940,407,537

国県等補助金 398,232,000 398,232,000

本年度差額 1,228,904,487 1,228,904,487

固定資産等の変動（内部変動） 1,250,869,802 △ 1,250,869,802

有形固定資産等の増加 1,283,278,202 △ 1,283,278,202

有形固定資産等の減少 △ 170,950 170,950

貸付金・基金等の増加 235,050 △ 235,050

貸付金・基金等の減少 △ 32,472,500 32,472,500

資産評価差額 - -

無償所管換等 385,815 385,815

その他 - - -

本年度純資産変動額 1,229,290,302 1,251,255,617 △ 21,965,315

本年度末純資産残高 2,358,152,013 2,348,053,866 10,098,147

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結純資産変動計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自　平成３１年４月　１日　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至　令和　２年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

団　体　名

会　　　計

会計年度

紀南環境広域施設組合

一般会計

令和元年度



　

（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 109,716,717

業務費用支出 56,706,480
人件費支出 44,715,244
物件費等支出 11,991,236
支払利息支出 -
その他の支出 -

移転費用支出 53,010,237
補助金等支出 52,430,237
社会保障給付支出 580,000
他会計への繰出支出 -
その他の支出 0

業務収入 940,648,226
税収等収入 940,407,537
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 240,689

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 830,931,509
【投資活動収支】

投資活動支出 1,283,513,252
公共施設等整備費支出 1,283,278,202
基金積立金支出 235,050
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 430,704,500
国県等補助金収入 398,232,000
基金取崩収入 32,472,500
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 852,808,752
【財務活動収支】

財務活動支出 -
地方債償還支出 -
その他の支出 -

財務活動収入 -
地方債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 -
△ 21,877,243

35,031,734
13,154,491

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 13,154,491

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

連結資金収支計算書
　　　　　　　　　　　　　自　平成３１年４月　１日　
　　　　　　　　　　　　　至　令和　２年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額

団　体　名 紀南環境広域施設組合

会　　　計 一般会計

会計年度 令和元年度



（単位：円）

経常費用 109,975,739
業務費用 56,965,502

人件費 44,803,316 　
職員給与費 41,259,972
賞与等引当金繰入額 3,056,344
退職手当引当金繰入額 -
その他 487,000

物件費等 12,162,186
物件費 11,934,916
維持補修費 -
減価償却費 170,950
その他 56,320

その他の業務費用 -
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 53,010,237
補助金等 52,430,237
社会保障給付 580,000
他会計への繰出金 -
その他 0

経常収益 240,689
使用料及び手数料 -
その他 240,689

純経常行政コスト 109,735,050
臨時損失 -

災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト 109,735,050 109,735,050
財源 1,338,639,537 1,338,639,537

税収等 940,407,537 940,407,537
国県等補助金 398,232,000 398,232,000

本年度差額 1,228,904,487 1,228,904,487
固定資産等の変動（内部変動） 1,250,869,802 △ 1,250,869,802

有形固定資産等の増加 1,283,278,202 △ 1,283,278,202
有形固定資産等の減少 △ 170,950 170,950
貸付金・基金等の増加 235,050 △ 235,050
貸付金・基金等の減少 △ 32,472,500 32,472,500

資産評価差額 - -
無償所管換等 385,815 385,815
その他 - - -

本年度純資産変動額 1,229,290,302 1,251,255,617 △ 21,965,315
前年度末純資産残高 1,128,861,711 1,096,798,249 32,063,462
本年度末純資産残高 2,358,152,013 2,348,053,866 10,098,147

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト及び純資産変動計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自　平成３１年４月　１日　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至　令和　２年３月３１日

科目 金額

金額
固定資産等形成分 余剰分（不足分）

団　体　名

会　　　計

会計年度

一般会計

令和元年度

紀南環境広域施設組合



注記（連結） 
 
１．重要な会計方針 

有形固定資産等の評価基準及び評価方法 
 有形固定資産は取得原価により計上しています。また、物品は、「紀南環境広域施
設組合物品管理規則」に基づき、自動車、特殊車、その他の物品については取得価格
が 50万円以上の場合に「重要物品」として計上することとしています。  

 
有価証券等の評価基準及び評価方法 
① 市場価格があるもの 

      該当ありません。 
 

② 市場価格がないもの 
      該当ありません。 
 

有形固定資産等の減価償却の方法 
有形固定資産は定額法により算定しています。 

 
引当金の計上基準及び算定方法 
① 徴収不能引当金 

      該当ありません。 
 

② 退職手当引当金 
      該当ありません。 
 

③ 損失補償等引当金 
      該当ありません。 
 

④ 賞与等引当金 
      翌年度６月支給予定の賞与のうち、財務諸表作成基準日において発生してい

ると認められる金額を計上しています。 
 

リース取引の処理方法 
ファイナンス・リース取引については、原則として通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理を行っています。 
 

連結資金収支計算書における資金の範囲 
地方自治法第 235 条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金としています。 

    また、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いも含んでいます。 
 

採用した消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

 
２．重要な会計方針の変更等 

会計処理の原則または手続を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が連
結財務書類に与えている影響の内容 

変更はありません。 
 

表示方法を変更した場合には、その旨 
 変更はありません。 



 
連結資金収支計算書における資金の範囲を変更した場合には、その旨、変更の理由及び
当該変更が連結資金収支計算書に与えている影響の内容 

   変更はありません。 
 
３．重要な後発事象 

主要な業務の改廃 
該当ありません。 

 
組織・機構の大幅な変更 
 該当ありません。 

 
地方財政制度の大幅な改正 

該当ありません。 
 

重大な災害等の発生 
該当ありません。 

 
その他重要な後発事象 

該当ありません。 
 
４．偶発債務 

保証債務及び損失補償債務負担の状況（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定して
いないものの内訳（連結貸借対照表計上額及び未計上額）） 

該当ありません。 
 

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 
該当ありません。 

 
その他主要な偶発債務 

該当ありません。 
 
５．追加情報 

連結対象団体（会計）の一覧、連結の方法（比例連結の場合は比例連結割合を含みます。）
及び連結対象と判断した理由 

一部事務組合・広域連合 
     和歌山県市町村総合事務組合（非常勤職員公務災害補償）：比例連結 
 

一部事務組合・広域連合 紀南環境広域施設組合 ： 全部連結 
一部事務組合・広域連合 和歌山県市町村総合事務組合 ： 全部連結 

出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及
び出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計
数としている旨、出納整理期間が異なる連結対象団体（会計）がある場合は当該団体（会
計）の一覧と修正の仕方 

地方自治法第 235 条の５の規定により出納整理期間が設けられています。財務書
類の作成基準日は、会計年度末（３月 31 日）ですが、出納整理期間（令和２年４月
１日～令和２年５月 31日）における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会
計年度末の計数としています。 

 
 


